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修士論文要旨
子どもの発達に応じた学力に対する両親の影響に関する実証研究
An Empirical Study on How Parents Affect on Their Children’s Academic Ability
石田　直規（Naoki Ishida）　　指導：浅田　　匡
【問題と目的】
　学力に影響する要因は様々ある。近年では、子どもの学
力には親の社会経済的地位が必要であるとマスコミ等でい
われているが、それらは学力を規定すると考えられた変数
が限定的であるように感じられた。したがって、本研究で
は学力規定要因として子ども本人による変数、親による変
数を取り上げる。そして、子ども本人に関係する変数と親
に関係する変数どちらが子どもの学力に影響するのか検証
すると同時に、親の子どもの勉強に対する関心の高さがど
れほど子どもの学力に影響するのかを検証する。さらに親
の子どもの勉強に対する関心の高さが子どもの発達段階
（小学生時、中学生時）によって、学力への影響に変化があ
るのか検証する。
【方法】
（1）調査データの概要
　本研究で用いるデータは「第４回学習基本調査・学力実
態調査（ベネッセ教育総合研究所〈寄託時 ベネッセコーポ
レーション〉）」の個票データの一部である。このデータは、
2006年６～７月に、大都市（東京23区内），地方都市（四国
の県庁所在地），郡部（東北地方）の３地点において、小学
５年生2,446名、中学２年生 1,723名を対象に行われた。本
研究で用いるデータは、児童生徒への質問紙調査と国語・
算数（数学）学力調査により得られたものである。
（2）調査内容
　分析に用いる変数は、①国語・算数（数学）テストの正
答率、②性別、③学校所在地域、④学習時間、⑤通塾の有
無、⑥習い事（スポーツ）の有無、もしくは部活動（運動
部）の参加状況、⑦父の子どもへの関わりの有無、⑧母の
子どもへの関わりの有無、⑨父学歴、⑩母学歴、⑪学業的
自己概念（国語）、⑫学業的自己概念（算数、または数学）
の12個を使用する。
【結果と考察】
（1）父母の関わりの学力への影響
　小・中学生の国語・算数（数学）テストの正答率を目的
変数とする重回帰分析、さらに男女別に分けたものを目的
変数とする重回帰分析を求めた。また、本研究では学力規
定要因に適するモデルを探索するためにステップワイズ法
を用いた。それらから、得点と相関が大きい順に、教科に
応じた学業的自己概念、学習時間、父学歴、であることが
わかった。また、中学校の場合、テスト得点と相関が大き
い順に、教科に応じた学業的自己概念、父学歴、母関わり、
であることがわかった。第二に、父親の関わりは、子ども
が小学生の時、女子児童のみには数学に正の相関が見られ
た。子どもが中学生の時は、学力と相関が見られなかった。
第三に、母親の関わりは子どもが小学生の時は、父親の関
わりと同様な効果が考えられる。子どもが中学生の時は、男
子の数学のみに正の相関が見られた。第四に、主に子ども
が小学生時では父母の関わりに違いは少ないと考えられる
が、子どもが中学生になると、母親の関わりの方が、影響
力が強いことが示唆される。
（2）父母の関わり以外の学力規定要因の学力への影響
　これまでの分析結果から、テスト得点と正の相関を一貫
して示したのが、大きい順に、教科に応じた学業的自己概
念、父学歴であることが示唆された。
（3）学力規定要因間の関係
　11個の変数間で重相関係数を求めた際に、組み合わせと
して55（11×10÷２）通りあり、それらを小・中学生合わ
せると110通りあるにも関わらず、相関があると判断した組
み合わせは４通りしか見当たらなかった。
（4）総合的考察
　学力を構成する要因は複数あり、一つの変数を上げる努
力をすれば子どもの学力が上がるとは単純に考えられない
ことが示唆される。また、親の変数による格差が子どもの
学力に関係するのではなく、学力を重視する文化が日本で
は影響が大きく、それを通塾などの具体的な行為と学習時
間などの子ども自身の行為に反映されて、子どもの学力と
の関係が現れると考えられる。
【今後の課題】
　本研究の課題として、第一に学力規定要因に学校に関す
る変数、目に見えない学力、友人関係を含めることができ
なかった。第二に比較対象とした小学生と中学生は「根本
的に違っている」可能性があり、比較できない２つの事柄
を無理矢理比較してしまった可能性がある。第三に今回の
調査は子どもによる自計式質問紙調査に依存し、家庭経済
に関するデータが欠いている。それを補うため、保護者を
対象とした家庭の経済的状況についての調査が必要である。
